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調査報告調査報告
2015年夏季賞与・一時金支給状況〈最終集計〉

〔最終集計〕

（表１）県内企業の2015年夏季賞与・一時金支給結果［単純平均］

（社）　　　　　　　　 （円）　　　　　　　  （円）　　　　　　　（％）

社数 前年同期比業　　　　種

業　　　　種

食 料 品 ・ 飲 料

繊 維

木材・パルプ・紙

印 刷

化 学

プラスチック・ゴム

鉄鋼・非鉄金属

金 属 製 品

汎用・生産機械器具

電子・電気機械器具

輸送用機械器具

そ の 他 製 造 業

建 設

電 気 ・ ガ ス

情 報 通 信

運 輸

卸 ・ 小 売

金 融 ・ 保 険

宿泊・飲食・生活関連

学術・専門・技術サービス

教育・医療・福祉

サービス・その他非製造業

総 平 均

製 造 業 平 均

非 製 造 業 平 均

総 平 均

製 造 業 平 均

非 製 造 業 平 均

支給額　　　
2015年 夏季

支給額
2014年 夏季

（一社）富山県経営者協会

〔最終集計〕

（表２）全国大手企業の2015年夏季賞与・一時金妥結結果［単純平均］

（社） （円）

2014年 夏季2015年 夏季

（一社）日本経済団体連合会

社数 妥結額 （社） （円）社数 妥結額
前年同期比

（％）

133

112

21

1.県内
326,748

388,018

376,311

308,516

584,287

395,177

388,615

410,429

544,914

427,121

539,018

597,142

403,179

701,056

559,387

346,344

434,014

510,739

227,763

590,564

463,430

425,825

458,092
(557,757)

468,877
(568,999)

448,060
(544,939)

441,689
(566,323)

451,613
(588,505)

432,457
(541,018)

340,458

346,674

366,837

282,790

550,904

385,255

302,019

444,718

504,328

417,571

555,664

616,071

359,244

631,900

531,415

333,472

438,939

506,202

230,766

556,479

449,190

416,419

 3.71 
(△1.51)  

3.82
(△3.31)  

 3.61  
 (   0.72)　　

△4.03

11.93

2.58

9.10

6.06

2.58

28.67

△7.71

8.05

2.29

△3.00

△3.07

12.23

10.94

5.26

3.86

△1.12

0.90

△1.30

6.13

3.17

2.26

757,171
(892,138)

766,360
(918,542)

705,097
(791,498)

2.94
(2.81)

3.32
(2.29)

0.33
(4.05)

735,567
(867,731)

741,722
(898,013)

702,743
(760,660)

(注）

(注）
2.全国大手

　日本経団連が７月30日に取りまとめた「2015
年夏季賞与・一時金大手企業妥結結果」（単純

平均・最終集計）によると、調査対象の全国大

手企業（主要20業種、大手245社）のうち、集
計可能な140社の妥結額平均は757 , 171円で、
2014年夏の最終妥結実績（735,567円）と比べ
て、金額で21,604円、率で2.94％の増加となっ
た。（表２）

　業種別では、製造業はプラス（3.32％）、非
製造業でもプラス（0.33％）となっている。 

　会員企業を対象に実施した「2015年夏季賞
与・一時金支給状況」（単純平均・最終集計）

の結果は、集計可能な166社の支給額平均が
45 8 , 0 9 2円で、同じ166社の昨年夏の支給額
（441,689円）と比べて、金額で16,403円、率で
3.71％の増加となった。
　業種別では、製造業は前年同期比3.82％増加
の4 6 8 , 8 7 7円、非製造業は同3 . 6 1％増加の
448,060円となった。
　製造業では12業種中８業種で増加し、鉄鋼・
非鉄金属が28.67％増加、繊維が11.93％増加と
２桁の増加となった反面、金属製品、食料品・

飲料などか減少となった。

　非製造業では10業種中８業種で増加し、建設
が12.23％増加、電気・ガスが10.94%増加とな
った反面、卸・小売、宿泊・飲食・生活関連が

減少となった。（表１）

140社平均757,171円、
　　　　　　　　昨年比2.94％増加

166社平均458,092円、
　　　　　昨年比3.71％増加
　　　　　　　　̶ 2年連続のプラス

①調査対象は、原則として東証一部上場、従業員500人以上、主要20業種大手245社。
②20業種169社（69.0％）で妥結しているが、このうち29社は平均額不明などのため
　集計より除外。
③上段は一社あたりの単純平均、下段の(   )内は一人当たりの加重平均。
④2014年夏季の数値は、2014年７月31日付の最終集計結果。

①調査対象462社のうち、集計可能な回答のあった166社の数値である。
②「2014年夏季支給額」は、今回「2015年夏季支給額」の回答があった企業の数値である。
③平均欄の上段は一社当たりの単純平均、下段の(   )内は一人当たりの加重平均である。
④前年同期比の△印はマイナスを示す。


